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セッション 3 

「自然エネルギーの未来展望」 

 

チェア： 

末吉 竹二郎   （自然エネルギー財団代表理事） 

 

講演者： 

エリック・マーティノー（環境エネルギー政策研究所 主任研究部長） 

スベン・テスケ    (グリンピース・インターナショナル自然エネルギーユニット部長） 

山岸尚之    （ＷＷＦジャパン気候変動エネルギーグループリーダー） 

 

 

 

議論概要： 

 

○末吉 竹二郎 

３名の方に話を伺い、セッション 1、2 を総括して 

自然エネルギーでどんな未来展望を描くのか、話した

いと思う。  

お話しいただくのは NGO で活躍する 3名。政府とは

関係なく、ビジネスの立場でもなく、社会の立場で自

然エネルギーに足跡を残している方々である。 

 

○エリック・マーティノー 

手短に、「Renewable Energy Global Future Report」 

の報告をする。このレポートは、REN21 によって発表

されたもので、午前中のセッションで REN21のクリス

ティン・レンが紹介した”Global Status Report”の

姉妹レポートといえるもの。レポートの目的は、自然

エネルギーの将来について現在の見解をまとめるこ

と。特定の視点からではなく、約 150 名の専門家にア

ンケート調査・面談を行い、各種文献も参照して作成

した。 

 

まず、エネルギー全体に対する自然エネルギーの導 

入比率について。スウェーデンはエネルギー全体の半

分が自然エネルギーで、オーストリア、デンマーク、

アイスランド、ポルトガル、ラトビア、フィンランド、

ニュージーランドは20％、ドイツは10％、日本は６％。 

 

未来シナリオでは、自然エネルギーの比率が高くな

ると考えられている。最近発表されているものでは、

長期的には 50～100%になるとみられている。IAEA が

示すシナリオの一つでは、2050 年に 40％の見通し、

グリーンピースでは 80％との見通しを示している。 

昨年、欧州委員会が発表したロードマップでは、

2050年までに欧州全体で最大75％が可能としている。

私がインタビューした専門家からも、それらの高い比

率は可能とのコメントがあり、最低でも 30～50％は可

能との見解を示した。一部の専門家は 100%も可能との

見解を示した。  

 

電力は、自然エネルギーの導入が最も容易な分野で 

ある。一方、暖房は難しく、交通についてはさらに不

確定要素が大きい。 

 

以下それぞれについて話す。 

 

・電力について： 

現状で、スペインは 20%超、ドイツは 14％が自然エ 

ネルギーでまかなわれている。 

 

目標については、カリフォルニアは 2020 年目標を

33％に引き上げ、ドイツは 2030 年目標を 50％まで引

き上げると考えてられている。各種シナリオでは、電

力における自然エネルギー比率はかなり高くなって

いる。WWF は 2050 年 100％のシナリオを考えている。

また、最も低いものは IEA の「Energy Outlook」にお

ける「新政策シナリオ」で、2035 年に 32%である。 

 

では、どうすれば自然エネルギー比率を引き上げら

れるのか？目標達成までの道筋はどうか。 

 

４つの課題がある。 

 

まず、1点目は系統の安定化をいかに実現するかと 

いう課題である。この問題は複数の対策があり、対応
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可能である。すでに電力会社は、風力、太陽光などの

変動電源の安定化対策を実施しているが、今後、さら

に対応をする必要がある。 

 

対策のうち最も重要なのは、デマンドリスポンスで

ある。電力システムにおける柔軟性が鍵となる。発電

側も需要側も、状況に応じて柔軟に対応できるシステ

ムが重要である。 

 

２点目は蓄電池の利用。蓄電池が商業的に利用可能 

になるには、多少時間を要するかも知れない。すでに

蓄電池の販売やサービス提供が始まっているが、すで

に述べた系統対策等の他の対策が先決であり、蓄電池

の利用はまだ先になるかもしれない。 

 

３点目は天然ガスで、自然エネルギーを接続した系 

統の安定化にとって鍵となるだろう。近い将来、自然

エネルギーと天然ガスの統合システムが、政策的にも

ビジネス的にも重視される可能性がある。 

 

4 点目は分散型電源。マイクログリッドや、小規模 

なウィンドファーム、小規模なバイオマス発電所など

もあり、分散型電源は様々なレベルで導入が促進され

るだろう。 

 

・冷暖房について： 

バイオマスは既に、全エネルギー供給の 2.5％を占 

め、重要な役割を担っている。185GW は太陽熱によ

って供給されている。この規模は、日本の総発電設備

容量のおよそ半分程度で相当大きい数字。各種シナリ

オにおける熱供給における自然エネルギーの比率は、

16%～85、90%と幅があり、前提としている背景も大

きく異なる。また、それらのシナリオで数値の工程が

あるのか、背景を考えなければならない。 

 

目標達成には、地方自治体による新しい政策が重要 

である。コペンハーゲン市は、地域熱供給の 98％をバ

イオマスで賄うことを目標に掲げ、ハンブルグ市では

新築住宅の冷暖房は自然エネルギーを前提とする条

例を策定している。また、ＥＵは 2018 年～2020 年頃

までには原則として住宅の冷暖房エネルギーを差し

引きゼロに近づけることを目標としている。冷暖房を

必要としないパッシブハウス・パッシブビルで、外部

からのエネルギーを必要としないゼロエネ住宅を考

えている。ゼロエネ住宅実現のための技術は様々あり、

地中熱やヒートポンプ、小規模バイオマス、コンバイ

ンド暖房・発電設備、家庭用以外の商業規模の太陽熱

暖房などが考えられている。夏の期間に蓄熱をして冬

に使う、あるいはその逆など、今後も技術開発がされ

るだろうと考えられる。 

 

・交通分野について： 

交通分野の自然エネルギー比率についても、同様に 

大きな幅がある。IEA のシナリオでは 8％、WWF のシナ

リオでは 100%であり、現状は 3%である。 

 

交通分野における自然エネルギーの利用は、大きく

3 つの技術に分けて考えられる。まずバイオ燃料。IEA

のWEOによると 2020年には先進的バイオ燃料技術が

商業化される。持続可能性に関する議論等もある。次

に電気自動車。電気自動車は、短期的には必ずしも自

然エネルギーの導入につながるとは限らないが、長期

的には自然エネルギーの変動を吸収する役割を果た

せる。また、電気自動車か燃料電池のいずれがメイン

になるかという点もある。さらに、超小型自動車など

も出てくる。合成天然ガスはアウディが既にやってい

る。 

 

・「転換」について： 

太陽光発電は、スペイン、ドイツ、米国、カリフォ 

ルニア、ハワイなどで、近いうちにグリッドパリティ

に到達する見込みである。電力市場に関する新しい政

策の導入など、政策の転換が必要だ。ビジネスモデル

の転換も求められている。電力会社は、技術的にも組

織的にも、過去 100 年間でもっとも大きな構造改革に

直面している。2020 年以降は、現在の収益モデルは

通用しない。将来は、中央集権的な電力システムは存

在せず、原発、化石燃料が恐竜のように死に絶えてい

くと考えられる。 

 

○末吉 

社会のサイドでは、自然エネルギーへの変化の対応 

が遅れている。どのような準備が必要なのか？ 

 

○マーティノー 

政策が重要である。政策が自然エネルギーの導入を

促進している。欧州では FIT、アメリカでは RPS など

がそうだった。 

 

日本はちょうど転換点に到達していると考えられ 

る。 

 

中国では意欲的な目標をかかげている。将来的には

インセンティブが必要だが、やはり制度が重要である。 

 

○末吉 

グリーンピースは社会的に信頼を得ているNGOであ 

る。全世界で 300 万人のサポーターがいて、2 億 3000

万ユーロ、200 数十億円の予算を持ち、43 カ国 1200

人が活動しているのがグリーンピース。そのグリーン

ピースから、スベン・テスケさんの話を伺う。 
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○スベン・テスケ 

グ リ ー ン ピー ス は、 2005 年 か ら “ Energy 

(r)evolution”シナリオシリーズを発表しており、2005

年に欧州のシナリオ、2007 年にはグローバルシナリ

オを出している。その後、3 度にわたり改訂している

が、改訂の度にデータベースの拡張を行い、雇用への

影響等についても分析している。 

 

毎年の発電設備導入状況を見ると、1970 年代以降 

90 年代までは、電源構成はおおよそ同じだった。石炭、

水力、石油、ガス、原子力の組み合わせで、年間約

85,000MWから95,000MW程度の新規建設であった。 

 

2000 年に 2 つの意味で状況が変わった。まず、先 

進国において設備更新が必要となったこと。更に、途

上国において電力需要が増大したことにより、発電設

備導入量が大幅に増大した。 

 

1990 年半ばには、米国や欧州において電力自由化

が進み、その影響として最初の 5 年程度は新規建設が

行われなくなった。 

 

その後、天然ガス発電設備が導入され始め、風力や

太陽光といった自然エネルギー発電設備も導入が始

まった。なお、同時に石炭比率も依然高いが、この多

くが中国での新規建設によるもの。一方で、風力の新

規建設の半数は中国によるもの。天然ガス比率も高い。 

 

設備更新について見ると、原子力の寿命が 35 年、

石炭が 45 年、風力が 20 年で更新が必要となる。40

年後の 2050 年には、石炭や天然ガス発電は残るが大

幅に減少し、太陽光や風力などの自然エネルギーが大

幅に増大するとみられる。 

 

このような電源構成が、地球温暖化の影響を 2 度以

内に抑制するために必要である。これらは「予測」で

はなく、「シナリオ」であり、「どうなるか」ではなく、

「どうしたいか」というものである。 

適切な政策の下でどんなシナリオになり得るかに

基 

づき、5 年後、10 年後の予測を示すことも可能であ

る。特に風力についての導入見通しを 1998 年に発表

しているが、2010 年時点の導入見通しがプラスマイ

ナス 10％程度の精度で予測できており、40 年後にも

正しいと期待できる。 

 

・(r)evolution  

ドイツの航空宇宙センターと連携して世界 40か国 

と世界全体のエネルギーシナリオを策定しているが、

ISEP と協力して日本におけるエネルギーシナリオを

昨年、発表した。シナリオ策定においては、産業界の

参加も得て、シナリオで想定している設備導入が現実

的に供給可能かといった観点でのチェックを行って

いる。また、50 カ国にローカル・オフィスがあり、シ

ナリオ策定で協力している。 

 

エネルギー効率のコンセプトについては、ISEP の

提案を採用している。また、発電設備については、ま

ず短期的に導入が可能な風力と太陽光の導入促進と、

緊急対応としての天然ガス火力の稼働率向上を想定

している。天然ガス火力はしばらく稼働率を高め、ベ

ース電源として活用するが、2020 年までには通常の

稼働率まで戻す。バックアップ電源としては、天然ガ

ス火力を利用し、再エネの変動性に対応し、将来的に

は蓄電池の利用にシフトしていくというシナリオで

ある。大きな流れとしては、当初は天然ガス比率が高

まるが、ほどなくして風力や太陽光にシフトするとい

うもの。問題は、風力や太陽光の導入を促進するため

の政策が無かったということ。 

 

・雇用について 

グリーンピースは、反開発、反雇用と批判されるこ

とがあるが、実際にはドイツでは電力会社を運営して

おり、12 万人の顧客がいて雇用の場にもなっている。 

 

我々のシナリオでは、現状と比べ、雇用が 2015 年

に 26 万人増加すると見込まれ、さらに最大 32.6 万人

の増加となると予測している。 

 

ドイツと日本の比較でも、同じような雇用になると

考えられる。 

 

・FIT について 

日本の概念では、FIT は想定されているよりもコス 

トが低い。いい政策ができればドイツと日本は同じく

らいのコストになるはず。FIT は様々な再エネ技術を

支援していく制度であり、その考え方を支持している。

各自然エネルギー技術の潜在性を持続的に活用して

いくべきで、ある特定の地域、技術に集中しすぎない

ような制度設計をすることが重要である。サムソ島の

例なども参考に、地域に受け入れられるように開発を

していくことが重要で、風力資源が多いからといって

集中的に建設するのではなく、分散して開発すること

が肝要だ。 

  

FIT で自然エネルギーの設備コストが下がり、燃料

コストがかからないため、化石燃料と比べて経済性の

あるエネルギーになり得る。 

 

我々は、対象によって提示するパラメータを工夫し

ており、技術の見通しや雇用への影響、CO2 の側面な

ど様々に示すようにしている。エネルギーシナリオを
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通じて自然エネルギー政策を促進し、環境・温暖化問

題の解決をしていくことをめざす。 

 

 

○末吉 

2020 年の日本のエネルギーの予測など、ありがと 

うございました。 

 

ところで、日本のビッグビジネスが入って行く必要 

があると思われるが、どうすればもっと早く参入して

いけるのか？ 

 

○テスケ 

グリーンピースの電力会社は、顧客によって所有さ 

れており、コミュニティモデルなどを実践的に伝えて

行く努力を続けている。パワーセクターに取って変わ

ろうとするのでなく、フォロアーが続くような新しい

発想の提供をしていくことが重要なのではないか。 

 

○末吉 

次の山岸さんは気候変動分野でご活躍されている。 

WWFは、年間予算 554億円で 5000人の職員がいる。 

  

○山岸 尚之 

WWF ジャパンが日本について策定したシナリオを

紹介する。 

 

槌屋氏（システム技術研究所）に委託して開発した。

需要側と供給側の両方のシナリオを作り、統合してシ

ナリオとして示している。電力と電力以外を、自然エ

ネルギー100％で供給していけるかを示すもの。BAU

より、まず省エネでどの程度まで減らせるかを検討し、

その後のエネルギー供給シナリオを考えました。結論

は 2050年までに 50％減までエネルギー消費を抑える

ことができる。 

 

・省エネルギー 

日本では乾いた雑巾（これ以上絞れない）と言われ

るが実際は違う。 

１）オイルショック以降エネルギー効率が改善されて

いるが、90 年以降は改善されていない。 

２）日本は建築、断熱などの省エネルギーが、欧州よ 

り大分遅れている。現状の先進基準を満たすだけでも、 

2050 年までに 36％に削減（64％削減）できると考え 

られた。日本の住宅の基準はヨーロッパに比べて低い 

基準。 

 

・供給側： 

電気・電気以外に分解すると、電力はエネルギー消

費のうちの４分の１程度。４分の３は電気以外のエネ

ルギーであり、電気以外のエネルギーをいかに自然エ

ネルギーで供給するかが重要となってくる。 

 

環境省の自然エネルギーのポテンシャル調査の数 

字よりも低い導入見込であったとしても、2050 年の

電力需要は十分に賄うことができると試算している。

電力以外のエネルギー需要を満たすことが課題であ

り、WWF のシナリオでは、それらを一部電化する、

又は電気で作った水素で賄うことを想定している。

2050 年に 100%自然エネルギーを達成するには、2020

年に 30%程度を達成しないと難しい。 

 

2050 年にどうやって電力需要を満たすことができ 

るかを検討する。5 月 23～25 日の例として取り上げ

ると、地熱がベース電源となり、ピークには太陽光、

夕方からは水力が活躍して電力を提供するなど、実際

の気象データに基づいて検討している。 

 

自然エネルギーのバックアップ電力の必要性につ

いて検討したが、バッテリーを 300GW 以上用意でき

れば、バックアップ電力が不要であることが証明され

た。 

シナリオの実現には、目標の設定、FIT のような政 

策の導入、国内の系統の統合、燃料と熱需要への対応

ができるが重要である。 

 

○末吉 

シンプルで説得力のあるシナリオだ。政府・産業サ

イドの話と山岸さんサイドの話とでは、描き方が違う

のはなぜだろうか？ 

 

○山岸 

前提として何を求めるかが違う。100％自然エネル

ギーのシナリオも最初躊躇していたが、震災以降は今

までと違う考え方が必要となった。今までにはない自

然エネルギー100％を検討するのは、将来への責任と

考える。今までと同じシステムと考えるか、違うと思

うのかが、大きな分岐点になる。 

 

○末吉 

社会に情報を出す時に、新しい情報提供をしていく 

のが重要と思うが、選り好みした特定のものしか提供

されない。違った視点からリサーチを行い提供するこ

とが今後は必要と思うが、何か意見はあるか？ 

 

○テスケ 

情報を使って国民を鼓舞し、ローカルプロジェクト 

を造り上げていくこともある。技術も開発され、今や

国民にとってもやりやすくなっている。高価でもない。 

  

電力事業者ができないと言ってきたことを、やらせる

ように仕向けなければならない。 
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○マーティノー 

２点回答する。情報は、大手電力会社や石油会社か 

ら得られるものが多い。メディアも、それらの会社と

利害関係があることが多く、自然エネルギーのことは

話したがらない。しかし私たちはそれを伝えていく必

要がある。日本がいかに遅れているかということを知

らなければならない。10 年間ですっかり遅れをとって

いることを考えてほしい、それを伝え理解してもらう、

その観点からさらに変化することをプッシュしたい。  

 

再びトップになる可能性があること、変化を起こす

必要があることを考えるべき。 

 

○質問： 

アメリカや途上国で仕事しているが、どこから装置

を調達するべきかを考える。ソーラーパネルはどこで

製造すると考えているのか？日本のトップになるに

はどうすべきか？安い中国から入れるのか？競争力

を発揮できるのか？ 

 

○テスケ 

ドイツでいうと、メーカーの競争はある。それで生 

産効率は高まるが、中国には勝てない。だから質を高

める。輸入により、メーカーで雇用喪失もあるが、設

置などには人が必要となる。風車は大きいのでなるべ

く近くで生産し、太陽光パネルは輸入して値段を下げ

る。 

 

○マーティノー 

日本は中国と競争できない。組み合わせ、統合、運 

輸とか電気自動車などでは競争できる。パネルの価格

は低いけど、よりインテグレーションで考えるのがい

いだろう。統合化には中国は向いていない。 

 

○質問： 

日本では省エネの選択しかないが、消費者としては

何ができるか？ 

 

○マーティノー 

太陽熱はどうだろう？太陽熱、光はパネルも安くな 

った。自治体ではやっていて、市民風車などもできつ

つある。市民が集まってみんなで自然エネルギーを実

現していくという解決策がある。 
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